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1．はじめに 

本研究の目的は、仕事の要求度と心理的ストレス

反応の関連に対するキャリア・トランジションの調

整効果の有無を明らかにすることである。特に、キ

ャリア・トランジションの量的側面に着目し、主観

的な転機経験の数が仕事の要求度と心理的ストレス

反応の関係を緩和することを検証する。 

近年多くの企業が「従業員の心身の健康増進に関

わる人事管理の施策」(以下、健康増進施策)への取

り組みを積極的に行うようになった(平野・勝又, 

2020)。また、従業員の健康増進を介して経営上の

成果を上げることを目的とした経営手法(森, 2018)

として、健康経営に注目が集まっている。一方で、

新型コロナウイルス感染症(COVID-19)の流行によ

り、また働き方改革の一環として、柔軟な労働時間

制度やリモート・ワークなど新たな勤務形態の導入

が進んでいる。これに伴い、新たな勤務形態への適

応に加えて、技術革新に伴う定型業務の機械化が進

む等、労働者に課せられる仕事の要求度はますます

高まりつつある。仕事の要求度が直接的に労働者の

心理的ストレス反応に影響を与えることが知られて

いるが(Hurrell & Mclaney, 1988)、労働者を取り巻

く上述した環境変化を踏まえれば、仕事の要求度そ

のものをコントロールすることで労働者の心理的ス

トレス反応を和らげる方策にだけ頼るには限界があ

る。そこで本研究では、米国国立職業安全保健研究

所(National institute for occupational safety and health: 

NIOSH)で作成された職業に係るストレスモデル

(Hurrell & Mclaney, 1988)にもとづき、仕事の要求

度と心理的ストレス反応の関係を調整する個人要因

に着目する。具体的には、個人の心理的資源のひと

つとしてキャリア・トランジションの量的側面を位

置付け、その機能を探る。すなわち労働者の主観的

な転機経験の数を取り上げ、仕事の要求度と心理的

ストレス反応との関連に対する調整効果の有無を明

らかにする。 

 

2．問題 

2.1 仕事の要求度と心理的ストレス反応 

新型コロナウイルスの流行により、労働者、高齢

者、子供などがそれぞれに影響を受けている

(Moreno, et al., 2020)。特に、労働者のメンタルヘ

ルスに与える影響に着目すると、流行当初こそ労働

者の心理的ストレス反応の増加は確認されなかった

ものの(Sasaki, et al., 2020; Saito, et al., 2021)、2020

年後半以降の調査になると労働者の心理的ストレス

反応の増加や自殺率の向上がみられるようになって

いる(Sakamoto, et al., 2021; Sasaki, et al., 2021)。また、

これらの心理的ストレス反応を高める仕事上の心理

社会的要因として、長時間労働や上司の支援の欠如

等が指摘されている(Giorgi, et al., 2020)。さらに、

コロナ禍における労働者の健康増進施策に関する介

入研究は現在のところ報告されていないものの、こ

れまでの感染症流行時の研究に基づくいくつかの施

策例が提示されている。例えば、上司のリーダーシ

ップ研修に代表される組織面での対策や、マインド

フルネスを通じた不安への対処や心理的技法の提供

等、個人のストレス対処の支援策等がある(佐々

木・川上, 2021)。これら組織から与えられるソーシ

ャル・サポートや、個々が有するストレス・コーピ
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ング方策等の個人要因は、NIOSH のストレスモデ

ルにおいて仕事の要求度と心理的ストレス反応を緩

和する調整要因として想定されており(Hurrell & 

Mclaney, 1988)、一定の有効性が確認されている。

コロナ禍およびアフター・コロナの新たな働き方に

おける労働者の健康増進施策を検討するうえで、コ

ントロール可能な調整要因についてのさらなる研究

の蓄積が求められているところである。これまでソ

ーシャル・サポート等のコントロール可能な調整要

因の検討は多くなされているものの、コントロール

可能な個人要因に着目した研究はソーシャル・サポ

ートの緩衝要因に関する研究に比べると多くない。

そこで本研究では、個人のストレス対処の支援の視

点から、NIOSH のストレスモデルにもとづき、仕

事の要求度と心理的ストレス反応を緩和する個人要

因に焦点をあてる。具体的には、個人のキャリア発

達の文脈において、キャリア・トランジション論と

して研究が蓄積されている個人の転機経験を取り上

げる。 

 

2.2 キャリア・トランジション 

 キャリア・トランジション理論は、人生の転機や

節目に着目した理論群を指す。トランジションは、

日常語としては「転機」と訳され、生涯発達心理学

の文脈では「移行」あるいは「移行期」を指す言葉

である。他にも、「節目」「過渡期」「危機期」な

どと訳され、研究者によりその捉え方も異なる(岡

田、2013)。キャリア・トランジションには様々な

捉え方があるものの、一連のキャリア・トランジシ

ョン理論に共通する特徴があるとして、Guichard & 

Lenz(2005)は次の 3 点を明らかにしている。それは

①キャリア・トランジションによってその人の役割、

人間関係、生活、価値観が変化すること、②キャリ

ア・トランジションへの対応には相当な時間を要す

ること、③トランジションへの対処法は、人、時期、

状況によって異なること、である。第 1 の特徴は、

イベントとしてのキャリア・トランジションの視点

にもとづく研究群から導き出されたものであるとい

える。これらの研究群では、キャリア・トランジシ

ョンをそれぞれの個人におけるその人独自の経験と

して捉え(尾形・元山, 2010)、経験の有無やその内

容と、その後のキャリア発達との関連が主に検討さ

れている(高田・辰巳, 2020；堀内・岡田, 2016)。

転機の第 2 の特徴は、キャリア・トランジションを

「ある状態が終わり、別の状態が始まるまでの移行

の過程」(Bridges, 1980)として捉え、その過程に

着目する研究群から導き出されたものであるといえ

る。これらの研究群には、岡本(1997)のアイデンテ

ィティのラセン式発達モデルや Nicholson & 

West(1998) の ト ラ ン ジ シ ョ ン ・ サ イ ク ル 、

Bridges(1980)の 3 ステップ・モデル等が含まれる。

そして第 3 の特徴は、キャリア・トランジションで

の変化に対処するための方策に着目した研究群から

導き出されたものであるといえる。キャリア・トラ

ンジションをやりがいのある経験に変化させるため

の 4 つの視点からなるアプローチ(Shulossberg, 

2007)等が提案されている。 

 本研究は、イベントとしてのキャリア・トランジ

ションの視点に立つ。したがって、本研究ではキャ

リア・トランジションを「個人が過去に経験した転

機」と定義し、とりわけ主観的な転機経験の量的側

面から操作的にとらえる。すなわち、ライフレビュ

ー(Butler, 1963)など過去の回想を通して、それは知

覚される。この視点に立った研究はいくつかあり、

例えば個人の転機経験をその内容によって類型化し、

その経験パターンとその後の心理的変化の関連や

(高田・辰巳，2020)、転機経験の有無とキャリア自

律の関連(堀内・岡田，2016)などが明らかにされて

いる。しかし、主観的転機経験の頻度にまで言及し

たものや、主観的転機経験の数と、心理的ストレス

反応との関連を量的に検討したものは今のところ見

当たらない。 

 本研究はキャリア・トランジションの量的側面が

仕事の要求度と心理的ストレス反応の関係を緩和す

る機能に着目するものであるが、その理論的根拠を

以下に述べる。岡田(2013)は、職業キャリア発達と

心理・社会的発達との関係を表す積分モデルを提示

した。この積分モデルは、キャリア・トランジショ

ンの積み重ねによって得られた個人の経験を、累積

性のあるものとして捉える視点を提供する。つまり、
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キャリア・トランジションを、役割や価値観の変化

や移行の出来事として捉えるとともに、新たな役割

や価値観が累積されていく機会として捉えるのであ

る。そのため、この積分モデルにもとづけば、一定

のキャリア・トランジションの蓄積があれば、それ

が個人の心理的資源となり、多少の失敗や心理・社

会的発達を阻害するような出来事があっても、必ず

しもすぐには危機に陥らないという(岡田, 2013)。

この主張にもとづけば、主観的転機経験の数は、仕

事の要求度が心理的ストレス反応に与える影響を緩

和するはずである。 

加えて、岡田(2013)の積分モデルにもとづけば、

転機によって得られた新たな役割や価値観は、その

人の多面性あるいは複雑性を高めることにもつなが

る。つまり、キャリア・トランジションを多く経験

することは、複雑な自己が形成されることを意味す

る。Linville(1985)の自己複雑性理論によると、自

己複雑性の度合いが高い、すなわち自己をとらえる

側面が多くあるほど、ストレス源に対する抑うつ反

応は和らげられる。このこともまた、主観的転機経

験の量的側面が、仕事の要求度と心理的ストレス反

応の関係を調整することを予想させる。 

 

2.3 仮説モデルの構築 

 これまでの議論にもとづき、本研究の仮説を

次の通り設定した。 
 
仮説 1 「仕事の要求度は心理的ストレス反応を

高める」 
仮説 2 「主観的転機経験の数は、仕事の要求度

が心理的ストレス反応を高める関係を

緩和する」 
 
本研究の仮説モデルを図 1 に示す。 

 

 
図 1 仮説モデル 

 

3．方法 

3.1 対象 

日本国内の製造業、情報通信業、卸売・小売業、

金融・保険業等で正社員として働く、30 歳から 59

歳までの男性営業職を対象とした。本研究は主観的

転機経験の数に着目し、定量的な分析を通じてその

機能を検討するものである。そのため、一定の転機

経験の数の幅とばらつきが得られる対象を選定する

必要があると考え、20 歳代を対象に含めなかった。

また、雇用形態によるストレス、ストレス対処能力

への影響に違いがあることをふまえ(戸ケ里・山崎, 

2009)、対象を正社員に限定した。同様に、職場で

個人が経験するストレッサーの質や量は、職務特性

によって規定されることから(古屋, 2001)、仕事の

要求度と心理的ストレス反応の関係を検討する際は

職種を統制する必要がある。さらに、心理的ストレ

ス反応の感度は性差によって異なることが指摘され

ている(Etzion, 1984；Greenglass, 1991)ことから、

対象職種を営業職、性別を男性に限定した。 

 

3.2 調査手続き 

2019 年 2 月にインターネット調査会社 A 社に登

録しているリサーチ・モニターの中から、上記で述

べた調査対象条件にあてはまる者に対し調査への協

力依頼を行った。その結果、600 名が協力に同意し、

ウェブサイト上で匿名でのアンケートに回答した。

回答者にはポイントによる謝礼が支払われた。収集

したデータのうち、回答時間が明らかに短いものや、

回答内容の信頼性に欠けるものを削除し最終的に

538 件を分析対象とした。 

 

3.3 測定項目 

(1)仕事の要求度 

川上他(2012）の新職業性ストレス簡易調査票の

「仕事の要求度」を測定する項目から「非常にたく

さんの仕事をしなければならない」「時間内に仕事

が処理しきれない」「高度の知識や技術が必要なむ

ずかしい仕事だ」「かなり注意を集中する必要があ

る」の 4 項目を使用した。ここ 1 ヶ月間の仕事や職

場の状況を問い、各項目に対して「全く違う(1
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点）」から「全くそうだ(5 点)」までの 5 件法で測

定した。4 項目の平均を仕事の要求度の得点として

用いた。仕事の要求度の平均値は 3.15(SD=0.72, 信

頼性係数 α=.75)であった。 

  

(2)心理的ストレス反応 

 新職業性ストレス簡易調査票(川上他，2012)の

「心理的ストレス反応」を測定する項目から「何を

するのも面倒だ」「落ち着かない」「不安だ」「ゆ

ううつだ」「気分が晴れない」「ひどく疲れた」の

6 項目を使用した。過去 1 ヶ月間に感じた頻度を問

い、各項目に対して「全くなかった(1 点)」から

「いつもあった(5 点)」までの 5 件法で測定した。

6 項目の平均を心理的ストレス反応の得点として用

い た 。 心 理 的 ス ト レ ス 反 応 の 平 均 値 は

2.50(SD=0.89, 信頼性係数 α=.93)であった。 

 

(3)主観的転機経験の数 

 金井(2002)等を参考に「ものごとに対する考え方

（価値観）の変化」「困難を乗り越えた経験」「一

皮むけて成長した経験」の 3 項目を用いた。これま

でに経験した出来事の数を問い、各項目に対し「ほ

とんどない(1 点）」「少しだけあった(2 点)」「あ

る程度あった(3 点)」「多くあった(4 点)」「とて

も多くあった(5 点)」までの 5 件法で測定した。3

項目の平均を主観的転機経験の数の得点として用い

た。主観的転機経験の数の平均値は、2.90(SD=0.86, 

信頼性係数 α=.86)であった。 

 

 

(4)デモグラフィック変数 

 デモグラフィック変数として、年齢、職位（一般、

係長以上)、企業規模（1,000 人未満、1,000 人以上)

を使用した。各変数の基本統計量を以下に示す。年

齢の範囲は 30 歳から 59 歳であり、平均は 45.1 歳

（SD=8.0)であった。職位の分布は一般=159 名

（29.6%)、係長以上=379 名（70.4%)、企業規模の

分布は 1,000 人未満=328（61.0%)、1,000 人以上

=210（39.0%)であった。 
 
3.4 分析 

 本研究の仮説を検証するために、心理的ストレス

反応を従属変数、仕事の要求度、主観的転機経験の

数、および仕事の要求度と主観的転機経験の数の交

互作用を独立変数とする重回帰分析を行った。なお、

デモグラフィック変数は統制変数としてモデルに投

入した。さらに、各分析では、すべての量的変数を

z 得点化して用いた。 

 

4 結果 

4.1 予備的分析 

仮説を検証する前に、各変数間の相関分析を行っ

た(表 1)。デモグラフィック変数と、仮説モデルで

用いる変数（仕事の要求度、心理的ストレス反応、

主観的転機経験の数）との相関に着目すると、年齢

は心理的ストレス反応と負の有意な関連が示された

(r=－.12, p<.01)。また、職位ダミーは心理的ストレ

ス反応と負の有意な相関が示され(r=－.12, p<.01)、

主観的転機経験の数と正の有意な相関が示された

(r=.12, p<.01)。さらに、従業員数ダミーと仕事の要

求度(r=.11, p<.01)、および主観的転機経験の数

(r=.14, p<.01)との間に正の有意な相関が示された。 

 

表 1 相関分析の結果 

 

注 *** p<.001、** p<.01、* p<.05、† p<.10；表中の数値は相関係数を表す。 

  

(1) (2) (3) (4) (5)

(1)年齢

(2)職位ダミー（一般=0，係長以上=1） .36 ***

(3)従業員数ダミー（1,000人未満=0，1,000人以上=1） -.12 ** .05

(4)仕事の要求度 -.08 † .03 .11 **

(5)心理的ストレス反応 -.12 ** -.12 ** -.01 .29 ***

(6)主観的転機経験の数 -.06 .12 ** .14 ** .31 *** .08 †

-

-

-

-

-
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4.2 仮説の検証 

仕事の要求度と心理的ストレス反応の関連に対す

る主観的転機経験の数の調整効果を検討するため、

階層的重回帰分析を行った。心理的ストレス反応を

従属変数として、Step1 ではデモグラフィック変数

と仕事の要求度および主観的転機経験の数を投入し、

Step2 では Step1 の説明変数に加え、仕事の要求度

と主観的転機経験の数の交互作用項を投入した。 

階層的重回帰分析の結果、Step1 において職位ダ

ミーが心理的ストレス反応と負の有意な関連を示し

(β=－.11, p<.05)、仕事の要求度が心理的ストレス

反応と正の有意な関連を示した(β=－.29, p<.001)。

また、Step2 において仕事の要求度と主観的転機経

験の数の交互作用項が、心理的ストレス反応と負の

有意な関連を示した(β=－.09, p<.05)。そこで、単

純傾斜の検定を行ったところ、主観的転機経験の数

が少ない場合(－1.5SD)には、仕事の要求度が高い

ほど心理的ストレス反応がより高くなることが示さ

れた(β=.43, p<.001)。一方で、主観的転機経験の数

が多い場合(＋1.5SD)にも、仕事の要求度が高いほ

ど心理的ストレス反応が高くなるものの(β=.16, 

p<.05)、仕事の要求度が心理的ストレス反応に与え

る影響の大きさは主観的転機経験の数が少ない場合

に比べると小さくなることが示された(図 1)。以上

の結果から、仮説 1、2 はともに支持された。 

 

 
図 2 仕事の要求度×転機経験の交互作用効果 

 

表 2 階層的重回帰分析の結果 

 
注 *** p<.001、* p<.05；VIF＜1.2 

 

5 考察 

5.1 理論的意義 

本研究では、仕事の要求度と心理的ストレス反応

の関連に対する主観的転機経験の数の調整効果の有

無を検討した。分析の結果、主観的転機経験の数が

多いほど、仕事の要求度が心理的ストレス反応を高

める関係を緩和することを明らかにした。この結果

は、岡田(2013)の積分モデルを支持するものである。

つまり、キャリア・トランジションは新たな役割や

価値観が累積されていく機会として捉えることが可

能であり、それは個人の心理的資源となり得ること

を示唆する。そして、多少の失敗や心理・社会的発

達を阻害するような出来事があっても、必ずしもす

ぐには危機に陥らないという岡田(2013)の主張は支

持された。本研究の第 1 の理論的意義はこの点にあ

る。 

また、イベントとしてのキャリア・トランジショ

ンに関するこれまでの研究は、その内容に焦点をあ

年齢 -.06 -.07

職位ダミー（1=係長以上） -.11 * -.10 *

従業員ダミー（1=1,000人以上） -.05 -.05

仕事の要求度 .29 *** .30 ***

主観的転機経験の数 .01 .01

仕事の要求度×主観的転機経験の数 -.09 *

R 2 .11 *** .11 ***

ΔR 2 .11 *** .01 *

Step1 Step2

β β

従属変数：心理的ストレス反応
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て、キャリア発達に関する諸変数との関連を検討す

るものが多かった。これに対して本研究では、イベ

ントとしてのキャリア・トランジションの量的側面

に着目し、定量的に測定・分析することを通してそ

の機能の一端を明らかにした。本研究の第 2 の理論

的意義は、キャリア・トランジション理論研究の新

たな深耕の道筋を示した点にある。 

 

5.2 実践的意義 

本研究は、仕事の要求度が心理的ストレス反応を

高める影響を、主観的転機経験の数が緩和すること

を明らかにした。この結果は、労働者の健康増進施

策の具体的内容に対して示唆を与えるものである。

すなわち、メンタルヘルスの 1 次予防策のひとつと

して、個人の主観的転機経験を振り返る取り組みが

有効である可能性を示した。例えば、ライフレビュ

ーによる主観的転機経験の再構成があげられる。過

去の未解決の課題や葛藤への気づきと見直しを促し、

人生後半期の生き方への橋渡しを可能にするとして、

中年期のライフレビューの重要性が指摘されてきた

(岡本, 2007)。本研究の結果は、中年期に限らず 30

代から 50 代までの労働者へのライフレビューが主

観的転機経験の知覚を促し、仕事の要求度よる心理

的ストレス反応の高まりを抑制する可能性があるこ

とを示唆する。 

 

5.3 限界と今後の課題 

 第 1 に、本研究の対象は 30 歳から 59 歳までの男

性営業職の正社員に限定されており、結果を直ちに

一般化することはできない。多様な労働者を対象に

した更なる検証が求められる。第 2 に主観的転機経

験の質的側面を取り込む必要がある。本研究では、

主観的転機経験の数を、自己複雑性を測る尺度とし

て捉え仮説を導き出した。しかし、自己複雑性理論

では質的な側面も考慮する必要があり、例えば否定

的自己複雑性は否定的な自己評価を引き起こす基盤

となることが示されている(Woolfolk, et al, 1995)。

それゆえ「ものごとに対する考え方（価値観）の変

化」の数だけでなくその主観的転機経験に対する意

味づけが、調整効果の強弱に影響する可能性がある。

最後に、本研究の問題意識は職業性ストレスと心理

的ストレス反応の関係を緩和する要因に関心があっ

たものの、職業性ストレスの全てを測定できている

わけではない。人間関係の希薄化やテクノストレス

等の職業性ストレスと心理的ストレス反応の関係を

も、主観的転機経験の数が調整可能かを検討する必

要がある。 
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